
平成28年12月22日

（単位：百万円）

金 額 金 額

（資 産 の 部）

56,296 1,312,629

26 3,615

325,868 5,100

999,169 10,647

381 215

2,646 97

そ の 他 の 資 産 2,646 10,335

16,592 1,719

2,167 288

2,527 1,668

3,797 4,948

4,948 1,340,617

△ 6,248

22,700

29,099

20,641

8,457

11,979

1,314

10,665

繰 越 利 益 剰 余 金 10,665

63,778

140

3,638

3,778

67,556

1,408,173 1,408,173

譲 渡 性 預 金

科 目

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

貸 出 金

外 国 為 替

（負債の部）

現 金 預 け 金 預 金

借 用 金有 価 証 券

商 品 有 価 証 券

貸 倒 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

睡眠預金払戻損失引当金

（純資産の部）

資 産 除 去 債 務そ の 他 資 産

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾繰 延 税 金 資 産

利 益 準 備 金

そ の 他 の 負 債

前 払 年 金 費 用

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

支 払 承 諾 見 返

第 169 期 中 間 決 算 公 告

山 形 県 山 形 市 旅 篭 町 三 丁 目 ２ 番 ３ 号

株 式 会 社 き ら や か 銀 行
取  締  役  頭  取 　　粟　　野　　　 学

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

科 目

中間貸借対照表（平成28年9月30日現在）

資産の部合計

負債の部合計

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
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中間損益計算書
平成28年4月 1日
平成28年9月30日

から
まで

（単位：百万円）

11,231

資 金 運 用 収 益 8,902

( う ち 貸 出 金 利 息 ) (6,768)

(うち有価証券利息配当金) (2,103)

役 務 取 引 等 収 益 1,501

そ の 他 業 務 収 益 508

そ の 他 経 常 収 益 319

10,024

資 金 調 達 費 用 608

( う ち 預 金 利 息 ) (596)

役 務 取 引 等 費 用 808

そ の 他 業 務 費 用 325

営 業 経 費 7,983

そ の 他 経 常 費 用 298

1,207

43

1,163

83

△ 393

△ 309

1,473

法 人 税 等 合 計

金 額科 目

経 常 費 用

経 常 利 益

経 常 収 益

中 間 純 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額
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個別注記表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

2．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・

子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については原則と

して中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の 

評価は、時価法により行っております。 

3．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

4．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定額法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  15年～50年 

その他  ３年～ ６年      

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内

における利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資産」）中のリー

ス資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、

リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としておりま

す。 

5．繰延資産の処理方法 

株式交付費は、３年間の均等償却を行っており、年間償却見込額に12分の６を乗じた額を計上しており

ます。 

社債発行費は、社債の償還期間にわたり定額法により償却しており、年間償却見込額に12分の６を乗じ

た額を計上しております。 

なお、繰延資産は、その他資産に含めて計上しております。 

6．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る

債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以

下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係

－3－



る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その

残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権

については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額して

おり、その金額は5,568百万円であります。 

(2) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、退職給付

債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間期末までの期間に帰属させる方法については給付算定式

基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであり

ます。 

過去勤務費用  ：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年）による定額法に

より費用処理 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年）による

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理 

(3) 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、

将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

7．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

8．ヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計

基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号 平

成14年２月13日。以下、「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによってお

ります。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる

預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ

特定し評価しております。また、キャッシュ･フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外

貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第25号 平成14年７月29日。以下、「業種別監査委員会報告第25号」という。）に規定する繰延ヘッ

ジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを

減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外

貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することにより

ヘッジの有効性を評価しております。 

9．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は､税抜方式によっております。た

だし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。 
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追加情報 

（「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を

当中間会計期間から適用しております。 

 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

1．関係会社の株式総額4,015百万円 

2．貸出金のうち、破綻先債権額は1,085百万円、延滞債権額は16,752百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行

った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第

97号）第96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金

であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

3．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している

貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

4．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は2,813百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、

延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

5．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は20,650百万円であ

ります。 

なお、2．から5．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

6．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しており

ますが、その額面金額は7,289百万円であります。 

7．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産   

現金預け金 7 百万円 

有価証券 16,665 百万円 

担保資産に対応する債務   

預金 434 百万円 

借用金 5,100 百万円 

上記のほか、為替決済、共同システム等の取引の担保として、有価証券14,388百万円を差し入れており

ます。 

また、その他資産のうち保証金は525百万円であります。 

8．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約

であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、117,371百万円であります。このうち原契約期間が１

年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が117,371百万円あります。 
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なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金

融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又

は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じ

て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業

況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

9．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  平成11年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める地価

公示法の規定により公示された価格、第２条第３号に定める土地課税台帳及び第４号に定める地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に基づ

いて、奥行価格補正、側方路線影響加算等合理的な調整を行って算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用土地の

再評価後の帳簿価額の合計額との差額 5,151百万円 

10．有形固定資産の減価償却累計額 19,571百万円 

11．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当

行の保証債務の額は11,202百万円であります。 

12. 単体自己資本比率（国内基準） 9.24％ 

 

 

（中間損益計算書関係） 

1．「その他経常収益」には、貸倒引当金戻入益57百万円、償却債権取立益33百万円及び株式等売却益143百

万円を含んでおります。 

2．「その他経常費用」には、貸出金償却53百万円及び株式等売却損７百万円を含んでおります。 

3. 当中間会計期間において、当行が保有する以下の資産について使用目的を変更すること及び使用を中止ま

たは中止を予定したこと等に伴い投資額の回収が見込めなくなったことから、減損損失を計上しております。 

減損損失  （単位：百万円） 

用 途 種 類 場 所 金 額 

営業用店舗 土 地 新潟県 7 

営業用店舗 建 物 埼玉県 14 

遊 休 土 地 山形県 4 

遊 休 建 物 宮城県 5 

合   計 32 

資産のグルーピングは、営業用店舗については、それぞれを収益管理上の区分ごとにグルーピングし、最

小単位としております。また、遊休資産及び使用中止予定資産は、各資産を最小単位としております。本部

等については独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。 

なお、当中間会計期間の減損損失の測定に使用した回収可能額は正味売却価額であります。正味売却

価額は、不動産鑑定評価書、地価公示法により公示された価格及び資産の減価償却計算に用いている税

法規定に基づく残存価額等に基づき算定した金額であります。 
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（有価証券関係） 

中間貸借対照表の「有価証券」について記載しております。 

1. 満期保有目的の債券（平成28年９月30日現在） 

 

種類 

中間貸借対照表

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が中間貸借

対照表計上額を

超えるもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

社債 － － － 

その他 7,000 7,252 252 

小計 7,000 7,252 252 

時価が中間貸借

対照表計上額を

超えないもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

小計 － － － 

合計 7,000 7,252 252 

 

２．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成28年９月30日現在） 

 中間貸借対照表計上

額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

子会社・子法人等株式 － － － 

関連法人等株式 － － － 

合計 － － － 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・子法人等株式 4,015 

関連法人等株式  0 

合計 4,015 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「子会社・子法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。 
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３．その他有価証券（平成28年９月30日現在） 

 

種類 

中間貸借対照表

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

中間貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 

株式 2,423 1,553 869 

債券 175,290 171,404 3,885 

国債 100,463 98,656 1,807 

地方債 8,254 8,117 137 

社債 66,572 64,631 1,941 

その他 39,016 38,616 399 

小計 216,730 211,575 5,155 

中間貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の 

株式 1,099 1,413 △313 

債券 32,862 33,274 △411 

国債 30,222 30,615 △392 

地方債 － － － 

社債 2,640 2,659 △19 

その他 63,236 67,521 △4,285 

小計 97,199 102,209 △5,010 

合計 313,929 313,784 145 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 

株式 923 

その他 － 

合計 923 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。 

 

 

（金銭の信託関係） 

  該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産   

貸倒引当金 2,399 百万円 

税務上の繰越欠損金 2,201  

退職給付引当金 524  

減価償却 188  

未払確定拠出年金移換額 102  

その他 990  

繰延税金資産小計 
6,406 

 
 

評価性引当額 △2,596  

繰延税金資産合計 3,810  

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 5  

 資産除去費用の資産計上額 7  

繰延税金負債合計 12  

繰延税金資産の純額 3,797 百万円 

 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額  288 円 50 銭 

１株当たりの中間純利益金額  10 円 28 銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 ４ 円 36 銭 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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平成28年12月22日

 　　株 式 会 社 き ら や か 銀 行

（単位：百万円）

科　　　　　目 科　　　　　目 金　　　額

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

現 金 預 け 金 57,378 預 金 1,309,971

商 品 有 価 証 券 26 譲 渡 性 預 金 3,615

有 価 証 券 322,504 借 用 金 16,970

貸 出 金 997,978 そ の 他 負 債 12,777

外 国 為 替 381 退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,016

リース債権及びリース投資資産 10,744 利 息 返 還 損 失 引 当 金 5

そ の 他 資 産 8,484 睡眠預金払戻損失引当金 288

有 形 固 定 資 産 16,630 繰 延 税 金 負 債 83

無 形 固 定 資 産 2,447 再評価に係る繰延税金負債 1,668

退 職 給 付 に 係 る 資 産 318 支 払 承 諾 4,948

繰 延 税 金 資 産 4,808 負債の部合計 1,352,344

支 払 承 諾 見 返 4,948 （ 純　資　産　の　部 ）

貸 倒 引 当 金 △ 7,455 資 本 金 22,700

資 本 剰 余 金 27,907

利 益 剰 余 金 13,679

株 主 資 本 合 計 64,286

その他有価証券評価差額金 227

土 地 再 評 価 差 額 金 3,638

退職給付に係る調整累計額 △ 1,684

その他の包括利益累計額合計 2,180

非 支 配 株 主 持 分 383

純資産の部合計 66,850

資産の部合計 1,419,195 負債及び純資産の部合計 1,419,195

第 169 期 中 間 決 算 公 告

中間連結貸借対照表（平成28年9月30日現在）

金　　　額

  　　 取 締 役 頭 取　   粟   野　    学

  　　 山 形 県 山 形 市 旅 篭 町 三丁目２番３号
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平成28年4月 1日から　　　　

　中間連結損益計算書

平成28年9月30日まで　　　　

（単位：百万円）

14,431

8,910

（ 6,836 ）

（ 2,043 ）

1,675

522

3,322

13,001

674

（ 596 ）

839

325

8,304

2,857

1,429

63

43

1,449

126

△ 329

△ 202

1,652

7

1,644

経 常 利 益

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他 経 常 費 用

法 人 税 等 合 計

中 間 純 利 益

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益

（ う ち 預 金 利 息 ）

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

資 金 運 用 収 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

科　　　　　　目 金　　　　　　額

経 常 収 益

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ）

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用
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連結注記表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

中間連結財務諸表の作成方針 

(1) 連結の範囲に関する事項 

   ① 連結される子会社及び子法人等  ４社 

      会社名 

        ・きらやかカード株式会社 

      ・きらやかリース株式会社 

       ・きらやかキャピタル株式会社 

       ・山形ビジネスサービス株式会社 

      （連結の範囲の変更） 

        平成 28 年４月１日付で当行が、きらやかリース株式会社の株式を追加取得し、当行の連結

子会社としたことにより、当中間連結会計期間から同社を連結の範囲に含めております。 

   ② 非連結の子会社及び子法人等 

      該当事項はありません。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

  ① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

      該当事項はありません。 

  ② 持分法適用の関連法人等  １社 

      会社名 

      ・株式会社富士通山形インフォテクノ       

   ③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

      該当事項はありません。 

  ④ 持分法非適用の関連法人等 

      該当事項はありません。 

(3) 連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

     すべての連結される子会社及び子法人等の中間決算日は中間連結決算日（９月末日）と一致してお 

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－12－



会計方針に関する事項 

(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

(ｲ) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他

有価証券については原則として中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法に

より算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原

価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(ﾛ) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証

券の評価は、時価法により行っております。 

(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

(4) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定額法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  15年 ～ 50年 

その他   ３年 ～ ６年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当

行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却して

おります。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資産」）中のリー

ス資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、

リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としており

ます。 

(5) 貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債

権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下の

なお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能

見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻

に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債

権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の

支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計

上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し

ており、その金額は 5,568百万円であります。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して
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必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額をそれぞれ計上しております。 

(6) 役員賞与引当金の計上基準 

役員賞与引当金は、一部の連結される子会社及び子法人等において、役員への賞与の支払いに備える

ため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。 

なお、当中間連結会計期間は、支給見込額が零であるため計上しておりません。 

(7) 利息返還損失引当金の計上基準 

クレジットカード業を営む連結される子会社において、債務者等からの利息制限法の上限金利を超過

して支払った利息の返還請求に備えるため、利息返還損失引当金を計上しております。 

(8) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、

将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

(9) 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末までの期間に帰属させる方法

については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方

法は次のとおりであります。 

過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年）による定額法により

費用処理 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（11年）に

よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

なお、一部の連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退

職給付に係る当中間連結会計期間末の自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を

適用しております。 

 (10) 受取保証料（役務取引等収益）の計上基準 

クレジットカード業を営む連結される子会社における受取保証料（役務取引等収益）については、当

中間連結会計期間末における被保証債務残高が全額期限前弁済されると仮定した場合に返戻を要する

保証料額（契約に基づく金額）を、受取保証料の総額から除いた額を収益として計上する方法を採用し

ております。 

(11) 収益及び費用の計上基準 

ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上基準については、リース料受取時にその他経常

収益とその他経常費用を計上する方法によっております。 

(12) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債はありません。  

(13) 重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ) 金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融

商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第24号 平成14年２月13日。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッ

ジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、

ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎

にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ･フローを固定するヘッジについ

ては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしておりま

す。 

(ﾛ) 為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業に
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おける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第25号 平成14年７月29日。以下「業種別監査委員会報告第25号」という。）に規定

する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の

為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、

ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在するこ

とを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

連結される子会社及び子法人等は、ヘッジ会計を適用しておりません。 

(14) 消費税等の会計処理 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。 

 

 

追加情報 

（「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当

中間連結会計期間から適用しております。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

1．関係会社の株式総額（連結子会社及び連結子法人等の株式を除く） 120百万円 

2．貸出金のうち、破綻先債権額は1,123百万円、延滞債権額は16,778百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第

96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

3．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

4．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は2,813百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

5．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は20,715百万円であ

ります。 

なお、上記2．から5．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

6．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しており

ますが、その額面金額は、7,289百万円であります。 

7．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産   

現金預け金 7 百万円 

有価証券 16,665 百万円 

 ﾘｰｽ債権及びﾘｰｽ投資資産 2,121 百万円 

 その他資産 791 百万円 

担保資産に対応する債務   

預金 434 百万円 

借用金 7,706 百万円 

上記のほか、為替決済、共同システム等の取引の担保として、有価証券14,388百万円を差し入れておりま

す。 

また、その他資産には保証金534百万円が含まれております。 

8．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合

に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、128,354百万円であります。このうち原契約が１年以内の

もの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が128,354百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必

ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり
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ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行

並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすること

ができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を

徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

9．土地の再評価に関する法律（平成 10年３月 31日公布法律第 34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評

価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 

平成 11年 3月 31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第１号に定める

地価公示法の規定により公示された価格、第２条第３号に定める土地課税台帳及び第４号に定める地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に基

づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算等合理的な調整を行って算出。 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の期末における時価の合計額と当該事業用土地の再

評価後の帳簿価額の合計額との差額 5,151百万円 

10．有形固定資産の減価償却累計額 20,488百万円 

11. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証

債務の額は 11,202百万円であります。 

12. 連結自己資本比率 9.16％
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（中間連結損益計算書関係） 

1. 「その他経常収益」には、償却債権取立益33百万円、株式等売却益143百万円及び貸倒引当金戻入額225百

万円を含んでおります。 

2.「その他経常費用」には、貸出金償却57百万円及び株式等売却損７百万円を含んでおります。 

3.「特別利益」は、連結される子会社及び子法人等の株式取得に伴う段階取得に係る差益であります。 

4. 当中間連結会計期間において、当行グループが保有する以下の資産について使用目的を変更すること及び

使用を中止または中止を予定したこと等に伴い投資額の回収が見込めなくなったことから、以下の資産につ

いて減損損失を計上しております。 

  （単位：百万円） 

用 途 種 類 場 所 金 額 

営業用店舗 土 地 新潟県 7 

営業用店舗 建 物 埼玉県 14 

遊 休 土 地 山形県 4 

遊 休 建 物 宮城県 5 

合   計 32 

  資産のグルーピングは、営業用店舗については、それぞれを収益管理上の区分ごとにグルーピング

し、最小単位としております。また、遊休資産及び使用中止予定資産は、各資産を最小単位としており

ます。本部等については独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。 

  なお、当中間連結会計期間の減損損失の測定に使用した回収可能額は正味売却価額であります。正

味売却価額は、不動産鑑定評価書、地価公示法により公示された価格及び資産の減価償却計算に用いて

いる税法規定に基づく残存価額等に基づき算定した金額であります。 

5. 中間連結包括利益計算書における中間包括利益の金額 △358 百万円
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（金融商品関係） 

○金融商品の時価等に関する事項 

平成 28年９月 30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注

２）参照）。 

（単位：百万円） 

 中間連結貸借 

対照表計上額 
時 価 差 額 

(1) 現金預け金 

 

(2) 有価証券 

満期保有目的の債券 

その他有価証券 

 

(3) 貸出金 

貸倒引当金（※１） 

 

57,378 

 

 

7,000 

314,309 

 

997,978 

△6,589 

57,378 

 

 

7,252 

314,309 

 

 

－ 

 

 

252 

－ 

991,388 1,001,801 10,412 

資産計 1,370,076 1,380,741 10,664 

(1) 預金 

 

(2) 譲渡性預金 

 

(3) 借用金 

 

1,309,971 

 

3,615 

 

16,970 

 

1,310,544 

 

3,615 

 

16,970 

 

572 

 

0 

 

－ 

 

負債計 1,330,557 1,331,130 573 

（※１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（※２）中間連結貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。満期のある預け金についても、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(2) 有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関及び情報ベンダーから提示された価格を時

価としております。投資信託は、公表されている基準価格及び取引金融機関等から提示された価格を時価

としております。 

自行保証付私募債は実質貸出金と同様とみなせるため、内部格付に基づく区分ごとに元利金の合計額を

同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算出しております。 

    なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。 

(3) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後

大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。 

  固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様

の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期

間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 
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    デリバティブの要素が含まれている貸出金及び住宅ローン債権は、取引金融機関及び情報ベンダーから

提示された価格を時価としております。 

   また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フロー又

は担保及び保証による回収可能見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間連結決算

日における中間連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、

当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものに

ついては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、

帳簿価額を時価としております。 

 

負 債 

(1) 預金、及び (2) 譲渡性預金 

要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており

ます。 

   また、定期預金、定期積金及び譲渡性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して将来のキャッシュ・フ

ローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利

率を用いております。 

(3) 借用金 

借用金のうち、固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を、当

行の格付に応じた信用スプレッドを市場金利に加算した利率で割り引いて時価を算定しております。なお、

約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価

としております。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間連結貸借対照表計上額は次のとおりで

あり、金融商品の時価情報の「資産(3)その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区 分 中間連結貸借対照表計上額 

非上場株式（※１）（※２） 1,074 

合  計 1,074 

（※１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる 

ことから時価開示の対象とはしておりません。 

（※２）当中間連結会計期間において、非上場株式について減損処理を行っておりません。 
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（有価証券関係） 

中間連結貸借対照表の「有価証券」について記載しております。 

１．満期保有目的の債券（平成28年９月30日現在） 

 

種類 

中間連結貸借 

対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が中間連結

貸借対照表計上

額を超えるもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

社債 － － － 

その他 7,000 7,252 252 

小計 7,000 7,252 252 

時価が中間連結

貸借対照表計上

額を超えないも

の 

国債 － － － 

地方債 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

小計 － － － 

合計 7,000 7,252 252 

 

２．その他有価証券（平成28年９月30日現在） 

 

種類 

中間連結貸借 

対照表計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

中間連結貸借対

照表計上額が取

得原価を超える

もの 

株式 2,679 1,576 1,103 

債券 175,290 171,404 3,885 

国債 100,463 98,656 1,807 

地方債 8,254 8,117 137 

社債 66,572 64,631 1,941 

その他 39,059 38,642 417 

小計 217,030 211,623 5,407 

中間連結貸借対

照表計上額が取

得原価を超えな

いもの 

株式 1,121 1,438 △316 

債券 32,862 33,274 △411 

国債 30,222 30,615 △392 

地方債 － － － 

社債 2,640 2,659 △19 

その他 63,295 67,586 △4,291 

小計 97,279 102,298 △5,019 

合計 314,309 313,922 387 

 

 

（金銭の信託関係） 

  該当事項はありません。 
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（企業結合等関係） 

取得による企業結合 

 当行は、昭和リース株式会社(以下、「昭和リース」という。)の子会社であるきらやかリース株式会社(以下、

「きらやかリース」という。)の普通株式の一部を、平成 28年４月１日付で昭和リースより取得し、連結され

る子会社及び子法人等と致しました。 

１． 企業結合の概要 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容 

   被取得企業の名称：きらやかリース 

   事業の内容：総合リース業 

(2) 企業結合を行った主な理由 

   当行は、平成 21 年より「本業支援」を展開し、お客様の多様な事業ニーズに積極的に対応してまいり

ました。平成 25年からは、親会社である株式会社じもとホールディングスグループにおいて「本業支援」

を統一行動指針として掲げ、宮城、山形両県に基盤を持つ唯一の金融機関グループとして「本業支援」を

推進しております。 

   一方、きらやかリースは、当行の取引先を中心にリース・割賦等の営業を展開し、山形エリアにおいて

強固な営業基盤を有しております。平成 20 年７月には、昭和リースの連結子会社となり、同社のノウハ

ウや人材の提供を受け、営業の強化に努めてまいりました。 

   今般の本株式取得により、きらやかリースが当行の連結される子会社および子法人等となることに伴い、

今まで以上に連携が強化され、お客様へのソリューションメニューの一つとして活用することにより、

「本業支援」の更なる進化が図られるものと判断しました。 

(3) 企業結合日 

   平成 28年４月１日 

(4) 企業結合の法的形式 

   現金を対価とする株式取得 

(5) 結合後企業の名称 

   きらやかリース 

(6) 取得した議決権比率 

   企業結合直前に保有していた議決権比率：5.0% 

   企業結合日に追加取得した議決権比率：90.0% 

   取得後の議決権比率：95.0% 

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠 

   当行が現金を対価として株式を取得したため。 

２．中間連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

平成 28年４月１日から平成 28年９月 30日まで 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

 企業結合直前に保有していた普通株式の企業結合日における時価   163百万円 

 追加取得した普通株式の対価                  2,951百万円 

 取得原価                           3,115百万円 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額 

  株価算定費用  ９百万円 

５．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額 

 段階取得に係る差益  63百万円 

６．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1) 発生したのれんの金額  241百万円 

(2) 発生原因 
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取得原価が、被取得企業の資産及び負債を企業結合日の時価で算定した金額を上回ることにより発生し

たものであります。 

(3) 償却の方法及び償却期間  ５年間にわたる均等償却 

 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 280円 09銭 

１株当たりの親会社株主に帰属する中間純利益金額 11円 60銭 

潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する中間純利益金額 ４円 87銭 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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